
【様式第1号】

（単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 4,924,534,082   固定負債 3,663,222,806

    有形固定資産 4,088,465,683     地方債等 1,661,613,903

      事業用資産 3,727,665,025     長期未払金 -

        土地 239,768,329     退職手当引当金 1,957,839,673

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 4,789,570,599     その他 43,769,230

        建物減価償却累計額 -1,523,498,304   流動負債 450,292,768

        工作物 439,633,773     １年内償還予定地方債等 298,170,781

        工作物減価償却累計額 -217,809,372     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 135,505,072

        航空機 -     預り金 9,686,146

        航空機減価償却累計額 -     その他 6,930,769

        その他 - 負債合計 4,113,515,574

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 -   固定資産等形成分 4,927,471,663

      インフラ資産 -   余剰分（不足分） -3,872,971,788

        土地 -   他団体出資等分 -

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        工作物 -

        工作物減価償却累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 1,848,210,081

      物品減価償却累計額 -1,487,409,423

    無形固定資産 119,857

      ソフトウェア 119,857

      その他 -

    投資その他の資産 835,948,542

      投資及び出資金 304,000

        有価証券 -

        出資金 204,000

        その他 100,000

      長期延滞債権 891,578

      長期貸付金 7,004,307

      基金 827,748,380

        減債基金 -

        その他 827,748,380

      その他 277

      徴収不能引当金 -

  流動資産 243,481,367

    現金預金 240,221,840

    未収金 321,946

    短期貸付金 2,937,581

    基金 -

      財政調整基金 -

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -

  繰延資産 - 純資産合計 1,054,499,875

資産合計 5,168,015,449 負債及び純資産合計 5,168,015,449

連結貸借対照表
（令和6年3月31日現在）



【様式第2号】

（単位：円）

    資産売却益 2,401,297

    その他 1,198,061

純行政コスト 2,936,014,822

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 3,599,358

  臨時損失 2,160,248

    災害復旧事業費 2,160,246

    資産除売却損 2

    使用料及び手数料 39,686,760

    その他 2,892,716

純経常行政コスト 2,937,453,932

      社会保障給付 -

      その他 1,707,184

  経常収益 42,579,476

        その他 1,405,543

    移転費用 190,303,912

      補助金等 188,596,728

      その他の業務費用 8,000,864

        支払利息 6,595,321

        徴収不能引当金繰入額 -

        維持補修費 24,767,749

        減価償却費 290,713,684

        その他 -

        その他 1,335,556

      物件費等 671,289,488

        物件費 355,808,055

        職員給与費 1,930,022,772

        賞与等引当金繰入額 135,505,072

        退職手当引当金繰入額 43,575,744

  経常費用 2,980,033,408

    業務費用 2,789,729,496

      人件費 2,110,439,144

連結行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

（単位：円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 831,294,828 4,545,913,328 -3,714,618,500 -

  純行政コスト（△） -2,936,014,822 -2,936,014,822 -

  財源 3,111,609,133 3,111,609,133 -

    税収等 3,071,891,447 3,071,891,447 -

    国県等補助金 39,717,686 39,717,686 -

  本年度差額 175,594,311 175,594,311 -

  固定資産等の変動（内部変動） 333,913,089 -333,913,089

    有形固定資産等の増加 593,675,610 -593,675,610

    有形固定資産等の減少 -290,713,689 290,713,689

    貸付金・基金等の増加 39,611,107 -39,611,107

    貸付金・基金等の減少 -8,659,939 8,659,939

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 47,426,950 47,426,950

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 183,786 218,296 -34,510 -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 223,205,047 381,558,335 -158,353,288 -

本年度末純資産残高 1,054,499,875 4,927,471,663 -3,872,971,788 -

連結純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

（単位：円）

前年度末歳計外現金残高 10,054,243

本年度歳計外現金増減額 -368,097

本年度末歳計外現金残高 9,686,146

本年度末現金預金残高 240,221,840

財務活動収支 77,508,205

本年度資金収支額 2,228,966

前年度末資金残高 228,273,260

比例連結割合変更に伴う差額 33,468

本年度末資金残高 230,535,694

    地方債等償還支出 348,485,515

    その他の支出 -

  財務活動収入 425,993,720

    地方債等発行収入 425,993,720

    その他の収入 -

    資産売却収入 2,401,300

    その他の収入 -

投資活動収支 -574,198,539

【財務活動収支】

  財務活動支出 348,485,515

    その他の支出 -

  投資活動収入 20,274,606

    国県等補助金収入 13,835,000

    基金取崩収入 2,387,208

    貸付金元金回収収入 1,651,098

  投資活動支出 594,473,145

    公共施設等整備費支出 593,675,610

    基金積立金支出 403,815

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 393,720

    災害復旧事業費支出 2,160,246

    その他の支出 -

  臨時収入 17,064,526

業務活動収支 498,919,300

【投資活動収支】

    税収等収入 3,071,891,447

    国県等補助金収入 8,818,160

    使用料及び手数料収入 39,686,760

    その他の収入 2,641,078

  臨時支出 2,160,246

    移転費用支出 190,303,912

      補助金等支出 188,596,728

      社会保障給付支出 -

      その他の支出 1,707,184

  業務収入 3,123,037,445

    業務費用支出 2,448,718,513

      人件費支出 2,060,141,845

      物件費等支出 380,575,804

      支払利息支出 6,595,321

      その他の支出 1,405,543

連結資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 2,639,022,425



連結財務書類における注記 

1. 重要な会計方針 

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産 ································································ 取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア. 昭和 59年度以前に取得したもの ································ 再調達原価 

 ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

イ. 昭和 60 年度以後に取得したもの 

 取得原価が判明しているもの ·····································取得原価 

 取得原価が不明なもの ················································再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

② 無形固定資産 ································································原則として取得原価 

ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。 

 

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券 ·················································償却原価法（定額法） 

連結対象団体においては、利息法によっています。 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア. 市場価格のあるもの ··················································· 会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

ただし、一部の連結対象団体においては、総平均法によっています。 

イ. 市場価格のないもの ································· 取得原価（または償却減価法（定額法）） 

ただし、一部の連結対象団体においては、利息法によっています。 

③ 出資金 

ア. 市場価格のあるもの ······················································ 会計年度末における市場価 

（売却原価は移動平均法により算定） 

ただし、一部の連結対象団体においては、総平均法によっています。 

イ. 市場価格のないもの ····················································出資金額 

 

(3) 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。） ··················定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物 6年～50年 



工作物 6年～31年 

物品 3年～17年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。） ···················定額法 

ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっ

ています。 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年以内

のリース取引及びリース契約 1 件あたりのリース料総額が 300 万円以下のフ

ァイナンス・リース取引を除きます。） 

 ········································· 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

(4) 引当金の算定基準及び算定方法 

① 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

② 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額

の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

(5) リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

(6) 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（容易に換金可能であり、かつ、価

値変動が僅少なもので、3か月以内に満期日が到来する流動性の高い投資）をいいます。 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受

払いを含んでいます。 

 

(7) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

 

2. 重要な後発事象 

(1) 主要な業務の改廃 

該当なし 



(2) 組織・機構の大幅な変更 

該当なし 

(3) 地方財政制度の大幅な改正 

該当なし 

(4) 重大な災害等の発生 

該当なし 

 

3. 偶発債務 

(1) 保証債務及び損失補償債務負担の状況 

該当なし 

(2) 係争中の訴訟等 

該当なし 

 

4. 追加情報  

(1) 連結対象団体（連結会計） 

団体名 区分 連結方法 比例連結割合 

千葉県市町村総合事務組合 

(一般会計 退手事業以外) 

一部事務組合・

広域連合 
比例連結 2.04％ 

一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象と

しています。 

 

(2) 出納整理期間 

地方自治法第 235 条の 5 に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）に

おいては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年

度末の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会

計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了

したものとして調整しています。 

 

(3) 表示単位未満の取扱い 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 



自治体名：安房郡市広域市町村圏事務組合 年度：令和5年度
会計：連結会計

（単位：千円）

区分
前年度末残高 

(A)
本年度増加額 

(B)
本年度減少額 

(C)

本年度末残高 
(A)+(B)-(C) 

(D)

本年度末 
減価償却累計額 

(E)

本年度償却額 
(F)

差引本年度末残高 
(D)-(E) 

(G)

事業用資産  5,016,848  884,839  432,714  5,468,973  1,741,308  141,991  3,727,665
　土地  234,273  5,495 -  239,768 - -  239,768
　立木竹 - - - - - - -
　建物  4,416,281  394,809  21,520  4,789,571  1,523,498  105,640  3,266,072
　工作物  350,502  89,132 -  439,634  217,809  36,351  221,824
　船舶 - - - - - - -
　浮標等 - - - - - - -
　航空機 - - - - - - -
　その他 - - - - - - -
　建設仮勘定  15,791  395,403  411,194 - - - -
インフラ資産 - - - - - - -
　土地 - - - - - - -
　建物 - - - - - - -
　工作物 - - - - - - -
　その他 - - - - - - -
　建設仮勘定 - - - - - - -
物品  1,715,302  168,003  35,095  1,848,210  1,487,409  149,174  360,801
合計  6,732,149  1,052,842  467,809  7,317,183  3,228,717  291,165  4,088,466

有形固定資産の明細


